仕　様　書（案）
１．委託事業名

　　熊本市産後ケア事業
２．目的
　　分娩施設退院後の心身が不安定になりやすい一定期間、保健指導等を必要とする母子に対
　して、医療機関等において保健指導等のサービスを提供し、母親の身体回復と心理的な安静
　を促進するとともに、母親自身のセルフケア能力を育み、母子とその家族が健やかな育児が
できるよう支援するもの。

３．履行場所

熊本県内の事業実施機関
４．事業内容
（１）対象者

　　　熊本市内に住所を有する、出産日から1年未満までの母親と新生児及び乳児であり、次に掲げる全てに該当する者。ただし、この事業に優先して医療行為が必要な者は除く。また、原則母子での利用とするが、児の入院等の理由がある場合は、母親のみの利用も可とする。
① 母親
ア　産後に心身の不調又は育児不安等がある者
イ　その他、特に支援が必要と認められる者
② 新生児及び乳児
自宅において養育が可能である者
③ その他
地域の保健･医療･福祉･教育機関等の情報から市長が支援を必要と認める者
 　　　④ 除外となる者
ア　母子のいずれかが感染性疾患（麻しん、風しん、ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ等）に罹患している
　者
イ　母親に入院加療の必要がある者
ウ　母親に心身の不調や疾患があり、医療的介入の必要がある者（ただし、医師に
より産後ケア事業において対応が可能であると判断された場合にはこの限りで
はない。）
（２）実施期間　
令和5年（2023年）4月1日～令和6年（2024年）3月31日
（３）サービスの内容　　　

受託者は、利用者からの主訴及び「熊本市産後ケア事業利用決定通知書（様式第３－１号）」、「熊本市産後ケア事業利用管理票（様式第３－２号）」の提示に基づき、次の援助を行う。
1 宿泊型
　　　　本来業務に支障のない範囲で空きベッドを活用して、母子を宿泊させ、下表のケア内容①～⑧を対象者の状況に応じて実施し、母子の体力の回復及び母体のケア並びに乳児のケア、さらに今後の育児に資する指導等を実施する。
2 日帰り型
個別・集団での支援を行なえる施設において、母子を日帰りで施設利用させ、下表のケア内容①～⑧を対象者の状況に応じて実施し、母子の体力の回復及び母体のケア並びに乳児のケア、さらに今後の育児に資する指導等を実施する。
	サービスの種別
	サービス内容

	
	利用時間（1回あたり）
	ケアの内容

	宿泊型
	1泊2日を最小単位とし、入所時刻は午前10時、退所時刻は翌午前12時（正午）
	①母親の身体的ケア
②母親の心理的ケア

③適切な授乳方法の指導
④保健指導
⑤栄養指導
⑥児の発育及び発達確認

⑦育児手技の指導及び相談

⑧生活の相談及び支援

	日帰り型
	1日型
	5時間程度で実施されるもの
	

	
	３時間型
	2時間を超えて3時間以下で実施されるもの
	

	
	2時間型
	2時間以下で実施されるもの
	


※宿泊型は、利用者の希望を踏まえてこの範囲内において受託者が決定することができる。
※サービス種別（1日型・3時間型・2時間型）の選択は、利用者の意向により決定されるものとする。
なお、上表「ケアの内容」の詳細については、次のとおりとする。
①母親の身体的ケア
・産後の疲労回復のための休息（母親の状況によっては児の預かりなども含む）
・身体回復のための体操、食事や生活などのアドバイス
②母親の心理的ケア
・相談しやすい雰囲気や空間づくり
・母親のペースや気持ちに寄り添った支援
・傾聴
③適切な授乳方法の指導
・乳房マッサージや乳房の手入れ
・授乳間隔や授乳にかける時間、児の抱き方、母子に合った授乳方法の指導
・人工乳の使用方法や足し方など
④保健指導
・母親の体調確認や必要に応じて受診勧奨
・児への接し方や泣きへの対応など
・児の皮膚状態の観察や手入れのアドバイス
・児の排泄状態の観察などのアドバイス
⑤栄養指導
・食事摂取状況の確認
・母親の身体回復や母乳育児に望ましい食事についてのアドバイス
・児の水分摂取や離乳食の相談
⑥児の発育及び発達確認
・体重測定と体重増加の確認
・成長曲線の見方や今後の発育・発達の見通しのアドバイス
⑦育児手技の指導及び相談
・おむつ交換、抱き方、沐浴などの手技の指導
⑧生活の相談及び支援
・自宅の環境づくりのアドバイス
・具体的に母子に合った実践しやすい日常生活のアドバイス
・地域で育児をしていく上で必要な社会資源の紹介等
（４）利用可能回数

宿泊型7回まで、日帰り型7回までを上限とする。
（５）利用の確認

受託者は、サービス終了後、利用者の「熊本市産後ケア事業利用管理票（様式第３－２号）」に、必要事項を記入し利用の確認を行い、利用者へ管理票を返却すること。
５．申請からサービス提供までの流れ
（１）利用者が、サービス利用申請を熊本市へ行う。
（２）熊本市が、申請に伴い利用決定を行う。その後、「熊本市産後ケア事業利用決定通知書（様式第３－１号）及び「熊本市産後ケア事業利用管理票」（様式第３－２号）を利用者へ交付する。
（３）利用者からの申込により、事業実施機関は、利用可能回数及び期間の範囲内において、日時等の調整を行ったうえで、サービスの提供を行うものとする。サービス提供後に、「熊本市産後ケア事業利用決定通知書（様式第３－１号）」にある二次元バーコードからアンケート回答を利用者へ依頼する。
６．受託者の体制

　　受託者は、利用者に当事業のサービスを提供できるよう、次の体制を確保すること。

（１）受託者は、本事業を行う実施機関について、熊本市産後ケア事業応募申請書に記入し、
届け出ること。

（２）届出の内容に変更が生じた場合にも、同届出書にて届け出ること。

（３）当事業の従事者から、利用者についての相談があった場合、適切に対応できる体制の
確保に努めること。
（４）次の①を満たし、②から④に掲げる従事者を必要に応じて選定すること。
①助産師、保健師又は看護師のいずれかを常に1名以上配置していること。ただし、宿泊型を行う場合には、２４時間体制で１名以上の助産師、保健師又は看護師が配置していること。
②心理に関しての知識を有する従事者。
③育児等に関する知識を有する従事者（保育士、管理栄養士等）。
④本事業に関する研修を受講し、事業の趣旨・内容を理解した関係者。　
（５）感染症予防のため、事業実施にあたっては、次に掲げる対策を行うこと。
　　　①サービス提供前に利用者及びその家族等の体調確認（発熱等）を行うこと。なお、状
況に応じては、日程変更など柔軟に対応すること。
②サービス提供時には、マスク着用やアルコール消毒等を行い、感染防止に努めること。
（６) 重大事案等が発生した場合は、すみやかに本市に報告し、「産後ケア事業　事案等発生時報告様式」を提出すること。
７．事業実施報告　
受託者は、サービスを実施した場合は、「熊本市産後ケア事業実施報告書（様式第８号）」を作成し、当該月分を一括して本市に報告しなければならない。
８．留意事項

　（１）受託者は、本業務によって知り得た事項を第三者に漏らしてはならない。

　（２）仕様書に明記がない事項であって、業務に必要な事項が生じた場合には、遅滞なく本
市と協議の上決定するものとする。
